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太陽光発電等の大量導入により、今後の賦課金負担はいくらになるのか？ 

朝野 賢司 

２月２４日に開催された調達価格等算定委員会において、来年度の固定価格買取制度（Ｆ

ＩＴ）の買取価格として、太陽光発電（ＰＶ）は事業用 27 円、住宅用 33 円等の意見案が

示された。 

電気料金に加算される賦課金は、買取総額から、電力会社がＦＩＴ買取りで免れること

ができる燃料費等の回避可能費用を減じ算出される。前述の価格案から、本稿では今後の

賦課金額として、ＦＩＴ廃止ケースと最大ケースを試算した（図）。 

前者の想定では、ＦＩＴの設備認定が２０１４年度で終了する。ＰＶの接続可能量が設

定された電力各社では、これを超過した導入は行われない。接続可能量が未設定の東京・

中部・関西の各社管内では、13 年度に認定されたのと同じ量が 14 年度にも認定される。そ

の他再エネは 14 年 10 月末時点の認定実績まで導入されるという想定である。 

後者は、２月３日に開催された新エネルギー小委員会で示された、現行の導入ペースの

継続を想定した。２０３０年時点の累積容量は、ＰＶは１億４０００万㌔㍗、風力発電は

１１４０万㌔㍗に達する（14 年 10 月末時点の導入量のそれぞれ 8倍と 3倍）。その他再エ

ネは、13 年度実績と同量が導入される。買取価格は 15 年度までは実績値を、以降、住宅用

ＰＶは毎年２円、事業用ＰＶは同４円切り下げて、その他再エネは 15 年度と同等とした。 

第一の結論として、再エネ比率は、廃止ケースで 20．6％、最大ケースで 29．8％である。

14 年 4 月に閣議決定された『エネルギー基本計画』の再エネ水準と比較すると、前者は同

程度、後者は大幅に上回る。 

第二に、ピーク時の年間賦課金額・同賦課金単価、および累積賦課金額は、前者で２０

２３年度に２．６兆円（２．96 円／㌔㍗）、累積 53 兆円、後者で２０３０年度に４．１兆

円（４．68 円／㌔㍗）、累積 83．5 兆円である。前者では、２０２０年代前半にピークを

迎え、この水準の年間賦課金額が約 10 年間継続する。前者は、ＦＩＴが廃止されるという

極端な想定だが、その場合ですら、ドイツ（14 年実績３．４兆円）に続く、世界最大規模

の賦課金負担が生じうる。我が国は、ＦＩＴ先行国で生じたＰＶバブルという失敗から、

何も学ばなかったと言える。 

また、回避可能費用の設定によっては、この賦課金額は過小評価になりうる。回避可能

費用とは電力会社が買い取るＦＩＴ電源の価値である。現行制度では 13 年度までの認定分

は全電源平均可変費、14 年度以降は火力可変費や固定費等を考慮している（本試算では 14

年 10 月の実績値で固定）。 

しかし、ＰＶ等の間欠性電源は導入が進むほど、揚水式水力の運転増等により、回避可
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能費用が逓減する可能性もある。したがって、実際の年間賦課金額は、買取総額（図の△

と▲印、廃止ケースで２０２３年度３．６兆円、最大ケースで２０３０年度６．１兆円）

を下回り、図で示した年間賦課金額（図の〇と●印）を上回る水準となる。 

すでにＰＶの設備認定量は莫大であるため、賦課金を抑制する方策は限られる。それで

も、今後の新規導入においては、買取総額に上限を設定し、入札を実施する等により、少

ない費用で出来るだけ多くの再生可能エネ供給を得る効率性の観点に立ち返る必要があ

る。 
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